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平成１６年３月期 個別財務諸表の概要    平成 16 年 5 月 14 日
 

 

上場会社名 株式会社フォーバルクリエーティブ 上場取引所 大阪証券取引所ヘラクレス市場 

コード番号 ２７２４ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.forval-c.co.jp） 

代  表  者 代表取締役社長 浦野 義朗 

問合せ先責任者 取締役管理本部長 阪野 保雄 ＴＥＬ（03）5466-3649  

決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 14 日 中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 26 日 単元株制度採用の有無 無 
 

 

１.15 年 3 月期の業績（平成 15 年 4月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

(1)経営成績                                              （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％           百万円    ％ 百万円   ％

16 年 3 月期 1,831 (△19.9) △91 ( － ) △80 (  － )

15 年 3 月期 2,288 ( △2.5) △73 ( － ) △69 (  － )
 

1 株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総資本 売上高  
当期純利益 

当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16 年 3 月期 1 (△92.6) 213.71 213.15  0.1 △4.9 △4.4 

15 年 3 月期 23 (△82.5) 2,894.97 2,888.47 1.7 △3.6 △3.0 

（注）① 期中平均株式数   16 年 3 月期  8,000 株   15 年 3 月期 8,000 株 

   ② 会計処理の方法の変更  無 

   ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金  

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 円 円 円 百万円 ％ ％

16 年 3 月期 2,500 0 2,500 20 1,169.8 1.8 

15 年 3 月期 2,500 0 2,500 20 86.4 1.6 
 

(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

16 年 3 月期 1,620 1,135 70.0 141,902.18 

15 年 3 月期 1,632 1,258 77.1 157,361.05 

（注）① 期末発行済株式数   16 年 3 月期  8,000 株   15 年 3 月期 8,000 株 

   ② 期末自己株式数   16 年 3 月期    －株  15 年 3 月期   －株 
 

 

２.17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4月 1 日～平成 17 年 3月 31 日） 

1 株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 円 円 円

中間期 1,007 0 0 0 － － 

通 期 2,102 20 12 － 1,000 1,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 1,500 円 00 銭
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、市場環境、為

替の変動等にかかわるリスクや不確定要因によって予想数値と異なる場合があります。 

 なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料 7ページをご参照下さい。 

http://www.forval-c.co.jp/
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財務諸表等 

 

（1）貸借対照表 
（単位：千円） 

 前期 
(平成15年 3月31日現在) 

当期 
(平成16年 3月31日現在) 

増 減 

区分 金額 構成比 金額 構成比 金 額 
（資産の部）  ％  ％  

Ⅰ 流動資産      

1. 現金及び預金 167,683  332,605  164,922 

2. 受取手形 5,599  2,913  △  2,685 

3. 売掛金 515,675  459,970    △  55,705 

4. 有価証券 326,578  287,471  △  39,106 

5. 商品 62,466  135,003  72,537 

6. 貯蔵品 2,454  4,459  2,004 

7. 前渡金 24,588  7,854  △  16,733 

8. 前払費用 7,279  7,776  496 

9. 繰延税金資産 10,547  29,635  19,088 

10. その他 5,900  9,348  3,448 

貸倒引当金 △   765  －  765 

流動資産合計 1,128,008 69.1 1,277,040 78.8 149,031 

      

Ⅱ 固定資産      

1. 有形固定資産  ※2      

(1) 建物 13,151  12,423  △    727 

(2) 器具備品 21,259  24,966  3,706 

有形固定資産合計 34,411 2.1 37,389 2.3 2,978 

2. 無形固定資産      

(1) 特許権 －  441  441 

(2) ソフトウェア 7,252  14,522  7,270 

(3) その他 1,987  1,987  － 

無形固定資産合計 9,239 0.6 16,951 1.0 7,712 

3. 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 404,766  160,914  △ 243,852 

(2) 関係会社株式 10,000  －  △ 10,000 

(3) 長期前払費用 －  9,368  9,368 

(4) 繰延税金資産 －  76,570  76,570 

(5) 差入保証金 46,153  42,433  △  3,719 

投資その他の資産合計 460,919 28.2 289,286 17.9 △ 171,633 

固定資産合計 504,570 30.9 343,627 21.2 △ 160,942 

資産合計 1,632,578 100.0 1,620,668 100.0 △  11,910 
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（単位：千円） 

 前期 
（平成15年 3月31日現在） 

当期 
（平成16年 3月31日現在） 

増減 

区分 金額 構成比 金額 構成比 金額 
（負債の部）  ％  ％  

Ⅰ 流動負債      

1. 買掛金 259,724  388,581  128,857 

2. 未払金 39,534  27,546  △ 11,988 

3. 未払費用 10,301  9,109  △  1,192 

4. 未払法人税等 15,914  44,676  28,762 

5. 未払消費税等 19,736  －  △ 19,736 

6. 前受金 560  2,379  1,818 

7. 預り金 1,916  1,884  △     32 

流動負債合計 347,688 21.3 474,177 29.3 126,488 

      

Ⅱ 固定負債      

1. 繰延税金負債 15,671  －  △ 15,671 

2. 退職給付引当金 10,330  11,272  942 

固定負債合計 26,001 1.6 11,272 0.7 △ 14,728 

負債合計 373,690 22.9 485,450 30.0 111,760 

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金      ※1 439,250 26.9 439,250 27.1 － 

Ⅱ 資本剰余金      

1. 資本準備金 131,550  131,550  － 

資本剰余金合計 131,550 8.1 131,550 8.1 － 

Ⅲ 利益剰余金      

1. 利益準備金 25,900  25,900  － 

2. 任意積立金      

(1) 別途積立金 450,000  450,000  － 

3. 当期未処分利益 148,038  129,748  △ 18,290 

利益剰余金合計 623,938 38.2 605,648 37.4 △ 18,290 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 64,150 3.9 △ 41,230 △2.6 △ 105,380 

資本合計 1,258,888 77.1 1,135,217 70.0 △ 123,670 

負債及び資本合計 1,632,578 100.0 1,620,668 100.0 △ 11,910 
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（2）損益計算書 

（単位：千円） 

 
前期 

（自 平成14年 4月 1日 
   至 平成15年 3月31日) 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
   至 平成16年 3月31日) 

増 減 

区分 金額 百分比 金額 百分比 金額 
  ％  ％  

Ⅰ 売上高 2,288,041 100.0 1,831,935 100.0 △ 456,105 

Ⅱ 売上原価 1,661,784 72.6 1,418,625 77.4 △ 243,159 

売上総利益 626,256 27.4 413,310 22.6 △ 212,946 

Ⅲ 販売費及び一般管理費※2 699,921 30.6 504,551 27.5 △ 195,369 

営業損失 73,665 △3.2 91,241 △5.0   17,576 

Ⅳ 営業外収益      

1. 受取利息 634  32  △   602 

2. 有価証券利息 2,359  430  △  1,928 

3. 受取配当金 916  917  0 

4. 仕入割引 1,766  1,051  △   714 

5. 為替差益 －  7,896  7,896 

6. 業務受託料    ※1 2,220  360  △  1,860 

7. その他 72  408  335 

営業外収益計 7,969 0.4 11,096 0.6 3,127 

Ⅴ 営業外費用      

1. 支払利息 263  －  △   263 

2. 為替差損 3,358  －  △  3,358 

営業外費用計 3,621 0.2 － － △   3,621 

経常損失 69,317 △3.0 80,145 △4.4   10,827 

Ⅵ 特別利益      

1. 投資有価証券売却益 250,068  262,921  12,853 

2. 貸倒引当金戻入益 5,719  765  △  4,954 

特別利益計 255,787 11.1 263,686 14.4 7,899 

Ⅶ 特別損失      

1. 投資有価証券評価損 58,574  68,340   9,766 

2. 関係会社事業整理損 82,023  9,987  △ 72,036 

3. 固定資産除却損 －  2,547  2,547 

4. たな卸資産廃棄損 －  9,051  9,051 

5. 特定商品取扱中止損失 －  79,710  79,710 

6. その他 －  7,753   7,753 

特別損失計 140,598 6.1 177,391 9.7 36,792 

税引前当期純利益 45,871 2.0 6,150 0.3 △  39,720 

法人税､住民税及び事業税 43,892 1.9 44,397 2.4 504 

法人税等調整額 △ 21,181 △0.9 △ 39,956 △2.2 △  18,775 

当期純利益 23,159 1.0 1,709 0.1 △  21,450 

前期繰越利益 124,878  128,038   3,159 

当期未処分利益 148,038  129,748  △  18,290 
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（3）利益処分案 
（単位：千円） 

 
前期 

（自 平成14年 4月 1日 
   至 平成15年 3月31日) 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
   至 平成16年 3月31日) 

区分 金額 金額 
     
Ⅰ 当期未処分利益  148,038  129,748 

Ⅱ 利益処分額     

1. 配当金 20,000 20,000 20,000 20,000 

Ⅲ 次期繰越利益  128,038  109,748 

     

 



重要な会計方針 

項目 
前期 

（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

（1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し､売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

― 

 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品及び貯蔵品 

移動平均法による原価法 

 

商品及び貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物     ８年～1５年 

器具備品   ３年～ ６年 

 

（2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

（1）有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

 

同左 
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項目 
前期 

（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 

（2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 

（1）貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

（2）退職給付引当金 

同左 

 

 

 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 

同左 

７. その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

（1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

（2）自己株式及び法定準備金取崩等に

関する会計基準 

当事業年度から「企業会計基準第1

号 自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（平成14年2月21日

企業会計基準委員会）を適用しており

ます。この変更に伴う損益に与える影

響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、

当期における貸借対照表の資本の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。 

（3）１株当たり当期純利益に関する会

計基準等 

当事業年度から「１株当たり当期純

利益に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成14年9月25日 企業会

計基準第2号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成14年9月25日 

企業会計基準適用指針第4号）を適用し

ております。なお、同会計基準及び適

用指針の適用に伴う影響はありませ

ん。 

消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前期 
（平成15年3月31日現在） 

当期 
（平成16年3月31日現在） 

１.会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式 普通株式  28,000株 

発行済株式総数   普通株式   8,000株 

１.会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式 普通株式   28,000株 

発行済株式総数   普通株式    8,000株 

２.有形固定資産の減価償却累計額 

 40,382千円 
 

２.有形固定資産の減価償却累計額 

 38,888千円 
 

  

 
（損益計算書関係） 

前期 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

業務受託料 1,740千円 
 

１.          ― 

  
 

２.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

２.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 
 

役員報酬 54,650千円  役員報酬 

給与手当 213,307千円  給与手当 

人材派遣費 29,841千円  人材派遣費 

広告宣伝費 86,359千円  広告宣伝費 

退職給付費用 7,382千円  退職給付費用 

減価償却費 14,205千円  減価償却費 

地代家賃 53,158千円  地代家賃 

業務委託費 77,759千円  業務委託費 
  

 
60,149千円 

159,476千円 

10,314千円 

25,271千円 

3,362千円 

18,969千円 

50,350千円 

53,613千円 
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追加情報 

前期 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

― 

 

（仕入割戻） 
従来、特定の開発メーカーから販売促進のために受

領する額は、当社が開発メーカーからの仕入れた実績を

もとに、受取額（仕入割戻額）が計算されていました。

この受領額について、当期から当社が行ったその開発メ

ーカー製品の広告掲載、販売促進物の作成等に要した費

用を報告し、開発メーカーが承認した場合に、費用の補

填として受取るように変更しております。このため、従

来は受領した額を売上原価から控除していましたが、当

期より広告宣伝費から控除する方法に変更しておりま

す。 

この変更に伴い、売上総利益は46,890千円減少して

おりますが、営業損失には影響ありません。 
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（リース取引関係） 

前期 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

該当事項はありません。 

 

同左 
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（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前期（平成15年3月31日現在）及び当期（平成16年3月31日現在）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

 
（税効果会計関係） 

前期 
（自 平成14年 4月 1日 
至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
至 平成16年 3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 
繰延税金資産（流動） 

未払事業税 1,564千円

その他有価証券評価差額金 8,982千円

繰延税金資産（流動）計 10,547千円

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 4,182千円

投資有価証券評価損 28,868千円

ソフトウェア 2,564千円

商標権 782千円

繰延税金資産（固定）計 36,398千円

繰延税金負債（固定） 

その他有価証券評価差額金 52,069千円

繰延税金負債（固定）の純額 15,671千円
  

 
繰延税金資産（流動） 

未払事業税 3,852千円

その他有価証券評価差額金 24,746千円

その他 1,036千円

繰延税金資産（流動）計 29,635千円

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金 4,586千円

投資有価証券評価損 51,401千円

有形固定資産減価償却超過額 2,384千円

無形固定資産減価償却超過額 14,657千円

その他有価証券評価差額金 3,540千円

繰延税金資産（固定）計 76,570千円
  

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.1％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.7％

住民税均等割額 2.2％

税率変更による期末繰延税金資産の減額

修正 
3.1％

その他 1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.5％

 

法定実効税率 42.1％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 15.2％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△3.0％

住民税均等割額 9.4％

その他 8.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 72.2％

 
 

３.地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9

号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当事業

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、

平成16年4月1日以降解消が見込まれるものに限る）に使

用した法定実効税率は、前事業年度の42.1％から40.5％

に変更されております。その結果、繰延税金負債の金額

（繰延税金資産の金額を控除した金額）が603千円減少

し、その他有価証券評価差額金が2,006千円増加し、当事

業年度に費用計上された法人税等調整額が1,402千円増

加しております。 
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（１株当たり情報） 

前期 
（自 平成14年 4月 1日 
  至 平成15年 3月31日） 

当期 
（自 平成15年 4月 1日 
 至 平成16年 3月31日） 

１株当たり純資産額      157,361円05銭 １株当たり純資産額      141,902円18銭 

１株当たり当期純利益      2,894円97銭 １株当たり当期純利益       213円71銭 

 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益      2,888円47銭 

 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業

会計基準第2号）及び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年

9月25日 企業会計基準適用指針第4号）を適用しており

ます。なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響

はありません。 

 

 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益         213円15銭 

 

 

 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

 
前期 

(自 平成14年 4月 1日 
 至 平成15年 3月31日)

当期 
(自 平成15年 4月 1日 
 至 平成16年 3月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 23,159 1,709 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 23,159 1,709 

期中平均株式数（株）  8,000 8,000 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 51 21 

（うち新株予約権） （51） （21） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成12年8月7日臨時株主総

会決議ストックオプション

（新株引受権） 

普通株式 553株 

平成14年6月27日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式 185株 

平成12年8月7日臨時株主総

会決議ストックオプション

（新株引受権） 

普通株式 181株 

平成13年10月19日臨時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株引受権） 

普通株式  46株 

平成14年6月27日定時株主

総会決議ストックオプショ

ン（新株予約権） 

普通株式 185株 
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役員の異動（平成16年6月26日付予定） 
 
1． 代表者の異動 
 

（1）新任予定代表取締役 

    代表取締役会長   大久保 秀夫 （現 取締役） 
 
2．その他の役員の異動 

 

   （1）新任取締役候補 
取締役       福永 邦彦  （現 営業本部担当本部長） 
 

（2）退任予定取締役 
取締役       山口 美紀夫 （顧問に就任予定） 
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